
まちづくり交付金交付申請等要領 

 

都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号。以下「法」という。）第４７条第２項の規定に基

づく交付金の交付に関しては、法及び「都市再生特別措置法施行規則」（平成１４年国土交通省令第６

６号）、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和３０年法律第１７９号）、「補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」（昭和３０年政令第２５５号）及び「国土交通省所管

補助金等交付規則」（平成１２年総理府・建設省令第９号。以下「交付規則」という。）並びに「まち

づくり交付金交付要綱」（平成１６年４月１４日国都事第１号・国道企第６号・国住市第２５号）その

他の法令及び関連通知のほか、下記により取り扱うこととしたので通知する。 

 

記 

１ 交付金の交付の申請について 

  一 地方整備局長、北海道開発局長及び沖縄総合事務局長（以下「地方整備局長等」という。）あて

交付申請を行い、並びに指導監督交付金については国土交通大臣あて交付申請することとし、次

の各号に掲げる交付金事業者（法第４６条第３項に規定する特定非営利活動法人等を除く。以下

同じ。）にあっては、「工事設計書」を作成の上、それぞれ当該各号に掲げる者に「交付金交付申

請書」を提出すること。 

    イ 指定都市事業（指定都市が施行する事業をいう。）に係る交付金の交付を受けようとする交付

金事業者                            所管地方整備局長等 

    ロ 市町村施行事業（指定都市以外の市町村が施行する事業をいう。以下同じ。）に係る交付金の

交付を受けようとする交付金事業者                  所管都道府県知事 

  二 所管都道府県知事は、市町村施行事業に係る交付金の交付が法令及び予算で定めるところに違

反しないかどうか、交付金事業の目的及び内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがない

かどうか、その記載事項に不備又は不適当なものがないかどうか等を審査し、交付金を交付すべ

きものと認めたときは、「交付金交付申請（市町村）報告書」を地方整備局長等に提出すること。 

２ 交付金の交付決定変更の申請について 

  一 事業間、費目間の流用は基本的に自由であり、交付金の額が変更しない場合は、変更交付申請

は不要とする。ただし、庁費のうちの食糧費の増額等、交付規則別表第１に定める経費の配分等

の軽微な変更に該当しない場合のみ、「変更工事設計書」を作成の上、「交付金交付決定変更申請

書」を第１項の交付金の交付の申請の手続きに準じて提出すること。 

  二 所管都道府県知事は、第１項の交付金の交付の申請の手続きに準じて「交付金交付決定変更申

請（市町村）報告書」を提出すること。 

３ 交付金事業の完了予定期日の変更について 

  一 交付金事業が予定の期間内に完了しないため、交付金事業完了予定期日（以下「完了予定期日」

という。）を変更しようとする場合は、交付の申請をした地方整備局長等に報告するものとする。



ただし、交付金の繰越を伴わない場合であり、かつ変更後の完了予定期日が当初の完了予定期日

（交付金の繰越があった場合は、当該繰越を伴う変更により定められた完了予定期日とする。）後

６箇月以内である場合は、この限りではない。 

  二 完了予定期日の変更を報告しようとする交付金事業者は「交付金事業の完了予定期日変更報告

書」を第１項の交付金交付の申請の手続きに準じて地方整備局長等に提出すること。この場合、

市町村施行事業にあっては、所管都道府県知事の審査を経ること。 

  三 前号にかかわらず、完了予定期日の変更が交付金事業に要する経費の配分又は交付金事業の内

容の変更に伴う場合は、交付金の交付決定の変更の申請に含めて行うこと。 

４ 申請書等の様式について 

  第１項から第３項までに定める申請書等の様式は、次のとおりとする。 

 一 交付金交付申請書             様式第１ 

  二 交付金交付申請（市町村）報告書            様式第２ 

  三 交付金交付決定変更申請書         様式第３ 

 四 交付金交付決定変更申請（市町村）報告書    様式第４ 

  五 交付金事業の完了予定期日変更報告書    様式第５ 

 六 工事設計書及び変更工事設計書              様式第６から様式第１４まで 

  イ 本工事費内訳表             様式第６ 

  ロ 附帯工事費内訳表            様式第７ 

  ハ 測量及び試験費内訳表          様式第８ 

  ニ 用地費及び補償費内訳表         様式第９ 

  ホ 機械器具費内訳表            様式第１０ 

  ヘ 営繕費内訳表              様式第１１ 

  ト 換地諸費内訳表             様式第１２ 

  チ 権利変換諸費内訳表           様式第１３ 

  リ 管理処分諸費内訳表           様式第１４ 

５ 申請書等の作成について 

  一 申請書の作成区分 

      交付金交付申請書（交付金交付決定変更申請書を含む。以下本項第５号及び第９項において同

じ。）及び交付金事業の完了予定期日変更報告書の「事業種別」はまちづくり交付金とする。 

  二 工事設計書の作成区分 

      工事設計書（変更工事設計書を含む。以下同じ。）は、交付対象事業ごとに作成すること。同一

箇所を他の事業と合併して施行する場合で設計の内容が分離できないときは、工事設計書の内容

を区分する必要はない。  

  三 交付基本額を超えた額で事業を施行する場合の取扱い 

      交付基本額（当該年度における執行予定事業費をいう。以下同じ。）に、単独費等をあわせて事



業を施行する場合で設計の内容が分離できないときは、合計額をもって工事設計書を作成してさ

しつかえない。 

  四 市街地再開発事業等の工事設計書の取扱い                  

      市街地再開発事業、住宅街区整備事業及び防災街区整備事業に係る工事設計書は、管理者負担

金に対応する市街地再開発事業等の使途について算定することとし、あわせて、交付基本額の算

定を明らかにする資料を工事設計書に添付すること。 

      なお、工事設計書の本工事費、営繕費、権利変換諸費及び管理処分諸費を算定する場合におい

て市街地再開発事業の対象事業があるときは、その事業費を計上しないこと。 

  五 関係図面の添付 

      交付金交付申請書には、交付金事業の内容を示す別添の関係図面を添付すること。 

  六 交付金事業費財源表の添付 

      交付金の交付を受けようとする交付金事業者は、交付対象事業ごとの最初の交付申請の際の交

付金交付申請書に、当該年度の交付金事業に係る「交付金事業費財源表」をあわせて提出するこ

と。交付金事業費財源表の様式は、様式第１５とする。 

６ 事業費の費目の内容及び算定方法について 

  一 交付金の事業費の区分及び各費目の内容は、「都市・地域整備局所管国庫補助金交付申請等要領」

（平成１３年６月２７日付け国都総第２０００号都市・地域整備局長通知）の別表第２を準用す

る。 

  二 事業費の算定の要領及び基準については、「補助事業等に係る工事設計書の作成について」（昭

和３４年４月１日付け建設省会発第１０７号建設事務次官通達）によるほか、「都市・地域整備局

所管国庫補助金交付申請等要領」の別表第３を準用する。  

  三 設計単価及び歩掛の算出について、前号の定めにより難い特別な事情があるときは、諸要素を

勘案して適正な単価等を用いて算出し、その算出に用いた資料を工事設計書に添付すること。 

  四 まちづくり交付金のうち、同種の事業がある交付対象事業については、同種の事業に係る内容、

算定方法によらなければならない。 

７ 交付申請の受理等について 

    都市計画法に基づく都市計画事業として施行するもののうち、都市計画事業の認可又は承認（変

更を含む。）の手続きが終了していないものは、交付金の交付又は交付決定の変更の申請は受けな

いものとする。ただし、別に定める事項については、この限りではない。 

８ 交付金の交付決定の取消申請について 

  一 交付金の交付の決定があった後、事情の変更等により、特別な事由が生じたため、当該交付金

の交付の決定の取消を申請しようとする交付金事業者は、「交付金交付決定取消申請書」を第１項

の交付金の交付の申請の手続きに準じて地方整備局長等に提出すること。この場合、市町村施行

事業にあっては、所管都道府県知事の審査を経ること。 

  二 交付金交付決定取消申請書の様式は、様式第１６とする。 



９ 交付金事業事務の標準処理期間 

  一 交付金交付申請書の受理後、交付を決定するまでに通常要すべき標準的な期間は３０日とする。 

  二 都道府県知事において、交付金交付申請書の受理後、地方整備局長等に提出するまでに通常要

すべき標準的な期間は３０日とする。 

 

附 則 

本改正は、平成１６年度予算に係る交付金事業から適用する。 

附 則 

 本改正は、平成１８年度予算に係る交付金事業から適用する。 


